
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平田村にある九生滝集落は、阿武隈山

系にある典型的な中山間集落です。本地区

では現在県営ほ場整備事業により地域内の

約 6 割の農地面積にあたる 30ha の区画整

理を実施中で、当初農地集積については担

い手３名により計画したが、将来の大型機

械更新や営農利益を考慮すると、条件が不

利な中山間地帯での個別農家による営農は

将来行き詰まることが予想されま、数十回

にわたる相談会の結果、発想を転換し、専

業農家の担い手だけに集積するのではなく、

集落内農家全戸が参加する営農団体をつく

り、個々の生活収入形態を変えずに、現状

農業の赤字軽減を最大の目標にしたぐるみ

型集落営農を目指すことが、本地域での持

続可能な農業の“かたち”であることに意

見がまとまりました。そして集落全戸が加

盟する営農改善組合の担い手（全農作業の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

受け手組織）として『グリーンファーム九

生滝』(受託面積約 12ha)が設立され特定農

業団体の認定を受けました。 
まず営農組合をつくり、相談，検討をす

る①会議の場をきちんと定期的に設け、②

現状の把握と問題の根源はどこかを探り、

③地域の将来図をどうするかのイメージを

提示することが重要です。今後は会議を重

ね、少しずつ農家の発想を転換させ、合意

形成を図る予定です。 
九生滝地区の場合、ほ場整備がされ、推

進事業などによる、新規作物(アスパラガ

ス）の実験栽培等もできたことが切っ掛け

になっています。 
 今後の課題として、『グリーンファーム九

生滝』は設立したばかりで営農の実績は 1
年もありません。集落全体においては、ま

だまだ認知・広報不足ですが、グリーンフ

ァームの事業初年度となる H２１年度の営

農活動により集落 PR を続けていきたいと

考えています。                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“中山間集落における 
救世主『ぐるみ型集落営

農』“を目指して 
－－“みんなで協力 一農場”－－ 
 
平田村役場産業課 
 主査 大方 憲一 

うつくしま水田農業ビジョン通信 Vol.６４ 平成２１年 ３月１６日 

ＪＡグループ福島県域営農センター・福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 
（福島市飯坂町平野字三枚長１－１ ℡ ０２４－５５４－３０７２ Ｆａｘ０２４－５５４－６０２２） 

http://www.fs-suishin.jp/04_doc/04_vision.html 



 
 
             
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 20 年度における当 JA の稲 WCS
の収穫面積の実績は約 50ha（生産者 65
戸、約 740ｔ）と本事業に取組んだ前年

度（平成 19 年度）の 10ha を大幅に上回

りました。 
 専用機械は平成19年度と翌年にそれぞ

れﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ、ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼｰﾝ、ｸﾞﾗﾌﾞの一式

を購入し、2 台の収穫機械を稼動させ、収

穫を行いました。 
 JA が機械を購入し WCS 事業に取組む

きっかけは、畜産振興策、特に飼料ｺｽﾄ低

減策として水田を有効活用できる事業で

あることでした。 
 自給飼料の確保を高め、産地づくり交

付金などにより水稲所得並みの収入を得

ることで農家経営を安定させるものです。

WCS 生産に JA が直接取組むことは事例

も少なく大きな挑戦でした。飼料高騰に

より脚光を浴びた稲ＷＣＳですが、飼料

産地が見える自給化は安心して給餌でき

るものとして、今後は飼料米なども組み

合わせ、自給率向上を目指したＪＡ事業

として取組んでいく予定です。 
 ここに当ＪＡの主な取り組みをご紹介

致します。 
□ 平成 20 年度の主な取組み 
○飼料専用種の作付：夢あおば、べこご

のみ等 
○生産コスト低減支援策：ｶﾙﾊﾟｰｺｰﾃィﾝｸﾞ

ﾏｼｰﾝ導入（県単） 
直播機（8 条）導入（国庫） 

○ＷＣＳ収穫専用機の導入（国庫） 
 
 

□平成 20 年度の課題 
○面積拡大・広範囲による機械の移動等

作業効率性低 
  ○圃場の排水性、生育不良、雑草害によ

る収量・品質低下  
○単位面積あたり収量の増加法 
○ｻｲﾚｰｼﾞの一個当たり重量の小型化の

希望  
○販売単価の今後の見通し等 
□平成 21 年度の主な取組み案 
○直播をはじめ栽培法の再確認と周知 
○圃場条件改良：排水対策、除草 
○飼料専用種の作付と栽培指導、作業性

向上策としての作付品種の団地化 
○品質改善策としての実儒者及び関係機

関との連携 
 
 
 
 

畜産の飼料自給率向上を

目指した体制づくり 
              
ＪＡ東西しらかわ 
営農経済部 
営農経済企画課  
課長 後藤正一郎       


